
○本巣市有料広告掲載要綱

平成１９年１１月９日

告示第１５３号

（趣旨）

第１条 この告示は、民間企業等との協働により市の新たな財源を確保し、市民サ

ービスの向上及び地域経済の活性化を図るため、市の資産を広告媒体として活用

し、民間企業等の広告を掲載することに関して、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

(1) 広告媒体 次に掲げる市の資産のうち広告掲載が可能なものをいう。

ア 市が発行する刊行物及び印刷物

イ 市のウェブページ

ウ その他広告媒体として活用できる資産で市長が個別に定めるもの

(2) 広告掲載 広告媒体に民間企業等の広告を掲載又は掲出することをいう。

(3) 民間企業 法人及び個人事業主をいう。

（広告全般に関する基本的な考え方）

第３条 市の広告媒体に掲載する広告は、社会的に信用度の高い情報でなければな

らないため、広告内容及び表現は、それにふさわしい信用性と信頼性のあるもの

でなければならない。

（広告掲載規制業種又は事業者）

第４条 次の各号に定める業種又は事業者の広告は、掲載しない。

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条に基づき風俗営業と規定される業種及びこれに類するもの

(2) 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条に基づき貸金業と規定される業

種及びこれに類するもの

(3) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）及び次のアからキまでのいずれかに該当する者

ア 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

イ 役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営

業所の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。）

を、法人以外の団体にあっては代表者、理事その他法人における役員及び使

用人と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者及びその使用人をい

う。以下同じ。）が暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質

的に関与している個人又は法人その他の団体（以下「法人等」という。）



ウ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用して

いる個人又は法人等

エ 役員等がその属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用

している個人又は法人等

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、便宜を供与す

るなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している

個人又は法人等

カ 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難され

るべき関係を有している個人又は法人等

キ 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与してい

る者であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入

契約等を締結し、これを利用している個人又は法人等

(4) 規制対象となっていない業種で社会問題を起こしている業種や事業者

(5) 法律の定めのない医療類似行為を行う事業者

(6) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）及び会社更生法（平成１４年法律

第１５４号）による再生手続中又は更生手続中の事業者

(7) 各種法令に違反しているもの

(8) 行政機関からの行政指導を受け、改善がなされていないもの

(9) その他市長が不適当であると認めるもの

（広告掲載内容の制限）

第５条 次の各号のいずれかに該当する広告は、広告媒体には掲載しない。

(1) 法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの

(2) 公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの

(3) 政治性のあるもの

(4) 宗教性のあるもの

(5) 社会問題についての主義主張及び意見広告

(6) 個人の売名的広告

(7) 公衆に不快の念又は危害を与えるおそれがあるもの

(8) 青少年の健全育成に反するもの又はそのおそれがあるもの

(9) その他掲載する広告として不適当であると市長が認めるもの

（広告の規格、掲載料等）

第６条 広告の規格、枠数、掲載位置及び掲載期間等（以下「広告の規格等」とい

う。）は、当該広告媒体ごとに市長が別に定めるものとする。

２ 広告掲載料は、広告媒体の種類、効果、規格等を勘案して、当該広告媒体ごと

に市長が別に定めるものとする。

（広告の募集方法）



第７条 広告の募集は、次の各号のいずれかの方法により行うものとする。

(1) 市が公募により行う方法

(2) 市と広告募集業務契約を締結した広告代理業を営む者が行う方法

２ 前項第１号の公募の結果、応募者数が募集した数に満たなかった場合又は審査

の結果、募集した数に満たなくなった場合は、同号の規定に関わらず、第４条の

規定を踏まえ民間企業等に広告の案内を出すことができるものとする。

（広告掲載の申請）

第８条 広告掲載を希望する者（以下「申込者」という。）は、当該広告媒体ごと

に定める広告掲載申請書に掲載を希望する広告案を添えて市長に提出するものと

する。

（広告掲載の決定）

第９条 市長は、前条に規定する申請があった場合は、次条に規定する本巣市有料

広告審査委員会による審査を経て、広告掲載の可否を決定するものとする。

２ 前項の規定による決定において、審査で認められた広告の数が募集の数を超え

たときは、次の各号の順により広告掲載を決定する。ただし、同順位であるとき

は、抽選により決定するものとする。

(1) 市内に事業所等を有する民間企業の広告

(2) 市外に事業所等を有する民間企業その他市長が認めるものの広告

３ 市長は、広告掲載の可否を決定した後、その結果を申込者に、当該広告媒体ご

とに定める広告掲載決定通知書により通知するものとする。

（審査機関）

第１０条 広告媒体に掲載する広告の可否を審査するため、本巣市有料広告審査委

員会（以下「審査会」という。）を設置する。

２ 審査会の委員は、次の職にある者をもって充てる。

(1) 委員長 企画部長

(2) 副委員長 企画広報課長

(3) 委員

財政課長

商工観光課長

教育委員会社会教育課長

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長が、その職務

を代理する。

（会議）

第１１条 審議会の会議は、広告掲載の申請があった場合に、委員長が招集する。

２ 審査会の会議は、委員長がその議長となる。

３ 審査会の会議は、委員の過半数以上が出席しなければ開くことができない。

４ 審査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。



５ 委員長は、広告媒体及び審査する内容に関連する所管の課長を審査会に出席さ

せ、その意見又は説明を求めるものとする。

６ 委員長は、必要があると認めたときは、審査会の会議に関係者の出席を求め、

その意見又は説明を聴くことができる。

７ 軽易な事案については、委員に回議して、委員会の審査に代えることができる。

（庶務）

第１２条 審査会の庶務は、企画部企画広報課において処理する。

（広告掲載料の納付）

第１３条 広告掲載の決定を受けた者（以下「広告主」という。）は、市長が別に

定める額の広告掲載料を、指定した期日までに納付するものとする。

（広告掲載の取り下げ）

第１４条 広告主は、広告掲載の決定後においても、自己の都合により、広告掲載

を取り下げることができるものとする。

２ 広告掲載を取り下げようとする者は、書面により市長に申し出るものとする。

（広告掲載の取り消し等）

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、広告掲載を取り消し又

は中止することができるものとする。

(1) 広告主又は広告内容が不適当と判明した場合

(2) 広告掲載料が指定期日までに納付されなかった場合

(3) 広告の原稿が指定期日までに提出されなかった場合

(4) その他、市長が特に必要と認めた場合

（広告掲載料の返還）

第１６条 市長は、広告掲載前に取り下げ等があった場合において、既納の広告掲

載料の額に広報媒体ごと別に定める割合を乗じて得た額を返還するものとする。

２ 市長は、広告掲載料の納付後に市の責により広告掲載が中止になった場合は、

広報媒体ごと別に定めるところにより既納の広告掲載料を返還するものとする。

３ 前項の規定により返還する広告掲載料には、利子を付さない。

（広告主の責任）

第１７条 広告主は、広告の内容に関する一切の責任を負うものとする。

２ 広告主は、広告掲載に関して市又は第三者に損害を与えた場合は、その損害を

賠償しなければならない。

３ 広告主は、広告掲載の権利を譲渡してはいけない。

４ 広告の手続きにかかる一切の経費は、広告主の負担とする。

（補則）

第１８条 この告示に定めるもののほか、広告掲載について必要な事項は、市長が

別に定めるものとする。

附 則

この告示は、公布の日から施行する。



附 則（平成２０年告示第７１号）

この告示は、公布の日から施行する。

附 則（平成２１年告示第６０号）

この告示は、公布の日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。

附 則（平成２２年告示第５１号）

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年告示第３７号）

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（令和６年告示第４９号）

この告示は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６

年７月１６日から施行する。


